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不動産マーケットリサーチレポートでは注目されているトピックスを中心に、不動産マーケットの様子を分析していきます。 

物流網再編が不動産に与える影響 

～中継拠点の潜在需要～ 

• 構造転換を迫られる物流業界 / 中継拠点の効率活用が一層重要に 

• 地域間輸送データと座標情報を元に長距離輸送における中継拠点の潜在需要を推計 

• 潜在需要が強いのは『中部・大阪以東の関西エリア』や岡山等。加えて福島、山形は、

潜在需要は突出して高くないものの、中間中継拠点としての需要が見込まれる 

国内輸送網が抱える 3つの危機 

自動車輸送は日本の国内貨物輸送の約 9割を占め、その輸送距離は年間約 550億キロに及

ぶ。（図表 1）この長大な距離の輸送を支えてきたのが、約 80万人のトラックドライバーの労

働力である。今、この自動車を中心とした輸送システムに大きく 3つの脅威が訪れている。 

1 ドライバー不足 

トラックドライバーの人数はこの 20年間で約 20％減少した。（図表 2）これは全産業平均と

比べてかなり大きい。ドライバーの高齢化、若年層の免許取得者数減少、長時間労働や低賃金

といった労働環境を回避する傾向が見られることが背景にあると考えられる。今後、労働人口

の減少に伴いドライバーもさらに減少することが見込まれ、現状の輸送網維持に必要となるド

ライバーの確保が難しくなるものと推察される。 

2 労働時間規制の改正 

2024年 4月よりトラックドライバーの労働時間に対し、新たな基準が適用される（いわゆる 

図表 1: 自動車貨物輸送距離と自動車分担率  図表 2: トラックドライバーの人数推移 

単位：億 km                  単位：%  指数(2000 年を 100 とする。) 単位：万人 

 

 

 

出所 国土交通省「貨物地域流動調査」より弊社作成  出所 総務省「国勢調査」より弊社作成 
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 “改善基準告示”、概要は図表 3）。当該規

制は、時間外労働の上限規制について罰則規定

を有し、且つ悪質な荷主に対する実名公表制度

を備えるものであるから、一定の実効力を伴う

ものと考えられる。こうした規制の下、ドライ

バー一人当たりの輸送可能距離は今後、縮小し

ていく可能性が高い。 

3 輸送効率の低下 

国内貨物輸送量は、輸送距離を単位とした

効率性で見るとこの 20年間で 1割から 2割

程度減少した。（図表 4）。小ロット・時間

指定配送の増加等、輸送ニーズの変化を背

景として、輸送距離が減少しづらいことが

要因のひとつであると考えられる。ドライ

バー数の減少、労働時間規制の強化が見込

まれる中、輸送効率の改善は急務である。 

安定的な輸送網の維持に向けて 

上記 1～3で述べた危機を乗り越え、今

後も輸送網を安定的に維持するためには、

限られたリソースを最大限に活用していけ

るような構造への転換が必要である。構造転換を推し進める手法として近年注目されているの

が、物流拠点、トラック、ドライバー等のリソースを分野横断的にシェアリングする中継・共

同輸送体制の構築である。 

中継拠点の重要性 

1 中継・共同輸送による輸送合理化の推進 

中継輸送とは、貨物輸送を複数のドライバー・自動車でリレーしながら行う輸送方式であ

り、共同輸送は、中継拠点等を介して一台の自動車に複数社の貨物を搭載するというような方

式である。輸送行程を中継地点で区切ることで、一人当たり輸送距離の抑制を図れる他、複数

の輸送行程を単一化することで、総輸送距離を削減することも期待できる。例えば、大王製紙

とサントリーが 2022年 8月より実施している共同配送の事例では、岐阜と静岡の中継拠点を活

用し両社の関東―関西間の物流を統合した結果、統合前の総輸送距離約 1,900キロのうち、約

500キロ、26％の削減に成功した。 

2 物流業界の構造転換が不動産に与える影響 

ECの発達による大規模物流施設の増加等、物流のあり方の変化が不動産市場に大きな影響

を与えてきた。今後、物流業界を取り巻く状況の変化が見込まれる中、そうした変化に則し物

流体制の構築を通じて不動産にも大きな影響を与えていくことが見込まれる。想定される影響

について考察をしてみたい。 

3 中継拠点の理想的な立地 

図表 3: 労働基準改善告示の概要 

項目 現行 改正後 

時間外労働の上限 
特段の 

記載なし 
960 時間 

1 年の拘束時間 3,516 時間 3,300 時間 

1 か月の拘束時間 原則 293 時間 原則 284 時間 

1 日の休息期間 継続 8 時間 
継続 11 時間 

を基本 

出所 国土交通省 HP より弊社作成 

注 改正後の規制については、輸送距離等による一部例外規定有 

図表 4: 輸送距離・トン数で測った輸送効率の推移 

単位：指数(2000 年を 100 とする。)  

 

 
出所 国土交通省「自動車輸送統計」より弊社作成 
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理想的な中継輸送の実現においては、物流の安定的な維持という観点が不可欠である。その

ためには、 

①中継により効率化を期待できる長距離輸送の中間地点に位置すること 

②混載化やドライバー交代などの共同輸送パートナーの見つかりやすい一定量以上の輸送量が  

 見込める路線に位置すること、が肝要である。 

次節では、これらの条件を満たすエリアを探るべく、全国の輸送データを用いて中継拠点の

潜在需要の分析を試みた。 

中継拠点の潜在需要推計 

全国を対象とした長距離輸送の中継拠点に関する潜在需要を探るため、国土交通省「貨物地

域流動調査(2017～2021年)」を用い、発着点の座標情報をもとに各地域を通過する可能性のあ

る長距離貨物量を中継貨物の『潜在需要』と定義して推計を行った。 

推計結果によると、中継拠点としての潜

在需要は太平洋側を中心に特に『中部・大

阪以東の関西エリア』において強いことが

わかる。『中部・大阪以東の関西エリア』

は輸送量の多い東京―大阪の中間に位置し

ている。加えて、九州から東北までを含む

様々な地域物流が通過することが想定さ

れ、全都道府県の中でも潜在需要が突出し

て高いことが見込まれる。また岡山は、九

州から関西以東の長距離輸送の中間に位置

することから安定した需要が見込まれる。 

上記推計は輸送距離 300kmを超える貨

物量の合計を潜在需要と定義している。本

定義自体は、長距離貨物輸送の需要を捉えるうえで有用であると考えるが、加えて、発着両地

点からそれぞれどの程度離れているのかという状況もまた中間地中継拠点としての潜在需要を

探る上では重要な観点と考えられる。そこで本稿では、上記推計に加えて、計測された潜在需

図表 5: 中継物流拠点の潜在需要推計(輸送直線距離 300km以上の輸送を対象) 
 

出所 国土交通省「貨物地域流動調査」より弊社作成 

推計方法： 

調査データより得られる各都道府県間の自動車による貨物輸送量 2,209(47 の 2 乗)通りについて、県庁所在地の緯度経度情報より、

各輸送区間の間に含まれる地域を当該貨物の潜在通過ポテンシャルを有する地域とみなし集計。（直線距離で 300km 以上のみを対
象,2017 年から 2021 年の 5 か年の平均） 

図表 6: 潜在需要量と発着地点からの距離 

発着地点からの距離が大きい輸送割合(1) 

 

潜在需要量（全国平均に対する倍率） 

出所 国土交通省「貨物地域流動調査」より弊社作成 

1.潜在需要のうち、発着両地点からいずれも直線距離で 150km
以上離れている輸送量の割合 
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要について発着両地点からの距離に着目して追加分析を行った。（図表 6）分析結果によると、

福島、山形は、潜在需要は突出して高いわけではないものの、潜在需要の過半数が発着両地点

から 150kmを超える結果となった。両地域は北海道・東北と首都圏の中間に位置し、かつ中

部・関西・北陸と東北を結ぶ長距離輸送が想定されることから、こうした立地特性を背景とし

た拠点需要が見込まれる可能性がある。 

各地域における実際の需要は、輸送量だけではなく、幹線交通網の整備状況や雇用確保のし

やすさ等、複合的な要因を前提とすると考えられるが、貨物の輸送量や輸送距離に着目して把

握される潜在需要は、中継拠点を用いた共同配送による貨物の混載化や輸送行程の単一化によ

る輸送効率化を検討するうえで、把握すべき重要な指標ではないかと考える。 

まとめ 

潜在需要の推計結果及び近年の中継拠点活用事例 (図表 7)を見ても、中継物流適地において

は今後、物流施設の需要が高まるエリアが出てくることも想定される。そのようなエリアにお

いては工業用地に所在する工場から倉庫や中継拠点への用途転換、物流網の強化を目的とした

CRE戦略の進展、他社とのアライアンスによる物流網の強化などの戦略が合理性を帯びてくる

ことも否定できないと考える。不動産はその特性上、戦略の策定から実行までには一定の時間

を必要とする。本稿で提示した中継拠点需要に関する仮説については、今後も継続的に観測

し、不動産の観点からの物流業界の変化を追っていきたい。 

図表 7: 長距離輸送網における中継拠点の活用事例 

時期 事業者 発着拠点 中継拠点 備考 

2018 年～ 川崎陸送、山梨総合運輸 大阪⇔埼玉 愛知、山梨 
・中央自動車道を活用 

・車両回転率を向上 

2022 年 3 月(1) 大王製紙他(1) 愛媛、香川⇔静岡、群馬 大阪、三重 
・スワップボディコンテナ  

 を活用した輸送効率化 

2022 年 7 月～ 澁澤倉庫、平和みらい(2) 東西間 静岡 
・東西輸送のスイッチング 

 拠点としての活用を展望 

2022 年 8 月～ 大王製紙、サントリー 大阪、京都⇔群馬、埼玉 岐阜、静岡 
・紙製品と飲料製品を共同 

 輸送化 

出所 報道資料および国土交通省「中継輸送の取組事例集」より弊社作成 

1.大王製紙、伊藤忠ロジスティクス、三井倉庫ロジスティクス、デンソーテンの 4 社。2.澁澤倉庫が平和みらいを連結子会社化 

三菱 UFJ 信託銀行 不動産コンサルティング部 

牧坂 亮佑 

本資料は、お客さまに対する情報提供のみを目的としたものであり、 

弊社が特定の有価証券・取引や運用商品を推奨するものではありません。 

ここに記載されているデータ、意見等は弊社が公に入手可能な情報に基づき
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保証するものではありません。税務・会計・法務等に関する事項に関しては、
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の変化や相場変動、制度や税制等の変更によって予告なしに内容が変更され
ることがありますので、予めご了承ください。 

弊社はいかなる場合においても、本資料を提供したお客さまならびに直接間接を
問わず本資料を当該お客さまから受け取った第三者に対し、あらゆる直接的、 

特別な、または間接的な損害等について、賠償責任を負うものではなく、お客さま

の弊社に対する損害賠償請求権は明示的に放棄されていることを前提とします。 

本資料は弊社の著作物であり、著作権法により保護されて
おります。弊社の事前の承諾なく、本資料の全部もしくは

一部を引用または複製、転送等により使用することを禁じ
ます。 

本資料で紹介・引用している金融商品等につき弊社にてご

投資いただく際には、各商品等に所定の手数料や諸経費等
をご負担いただく場合があります。また、各商品等には相
場変動等による損失を生じる恐れや解約に制限がある場合

があります。なお、商品毎に手数料等およびリスクは異な
りますので、当該商品の契約締結前交付書面や目論見書ま
たはお客さま向け資料をよくお読み下さい。 

本資料は、「不動産の鑑定評価に関する法律」に基づく 

鑑定評価書ではありません。 

上記各事項の解釈および適用は、日本国法に準拠するもの

とします。 

 


